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税務訴訟資料 第２６７号－４９（順号１２９９８） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 平成２３年度所得税更正処分の取り消し請求事件 

国側当事者・国（武蔵野税務署長） 

平成２９年３月１７日棄却・確定 

 

判 決 

原告 甲 

被告 国 

同代表者法務大臣 金田 勝年 

処分行政庁 武蔵野税務署長 

 中野 欣治 

同指定代理人 佐藤 正利 

 羽鳥 裕士 

 千葉 杏奈 

 梶原 正則 

 岩﨑 友紀 

 伊藤 隆行 

 

主 文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 処分行政庁が原告に対して平成２７年１月２３日付けでした原告の平成２３年分の所得税に

係る更正処分のうち、総所得金額２４６１万３５１２円、納付すべき税額３５３万９２００円

を超える部分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 原告の亡父は、その所有する別紙物件目録記載の共同住宅（以下「本件共同住宅」とい

う。）をＡ公社（以下「公社」という。）に一括で賃貸し、公社はこれを都民住宅として各戸別

に転貸し、入居者らから家賃とともに共益費の支払を受けていたところ、上記原賃貸借契約期

間中に原告の父が死亡して原告が本件共同住宅を相続し、その期間満了時に公社から原告に本

件共同住宅が引き渡され、原告は、入居者らとの転貸借契約の賃貸人たる地位を引き継いだ。 

 本件は、上記の賃貸人たる地位の引継ぎに伴い、入居者らが公社に支払っていた共益費のう

ち使用済みの実費を控除した余剰金が公社から原告に支払われたことについて、管轄税務署長

である処分行政庁が、原告に対し、原告の一時所得に当たるとして所得税の更正処分をした後、

原告の不動産所得に当たるとして増額再更正処分をしたため、原告が、処分行政庁の所属する

被告国に対し、同再更正処分のうち申告額を超える部分の取消しを求める事案である。 

１ 前提事実（後掲各証拠により容易に認められる事実） 
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（１）乙（以下「乙」という。）は、平成１３年３月６日、本件共同住宅を新築し（乙４）、同年

４月１日、公社との間で、公社が借上型都民住宅として、公社の選択する第三者（以下「入

居者」という。）に転貸することを承諾の上、本件共同住宅を公社に賃貸することを合意し

た（乙３。以下「本件借上契約」という。）。 

（２）本件借上契約には、以下の旨の各約定がある（乙３）。 

ア 契約期間は、同日から平成２３年３月３１日までとする（２条１項本文）。 

イ 公社が行う管理業務は、次に掲げる事項とする（５条１項）。 

（ア）入居者の募集及び選定に関すること。 

（イ）入居者の入退去手続き及び賃貸借契約の締結に関すること。 

（ウ）家賃、共益費及び敷金の受領並びに精算に関すること。 

（エ）共益費の管理運営に関すること。 

（オ）その他本件共同住宅の管理に必要な諸事項 

ウ 乙は、公社と入居者との賃貸借契約（以下「本件転貸借契約」という。）の締結にあた

っては、家賃を除き、公社が定める賃貸借契約書（以下「本件転貸借契約書」という。）

により締結することを承諾するものとする（１７条。なお、家賃については、本件借上契

約に係る借上料の額は本件転貸借契約に係る家賃総額及び空家率に連動して算出するもの

とされているため、２年毎の見直しにより、公社が乙及び東京都と協議のうえ変更すべき

ことが別の条項で定められている。８条１項、８条の２、８条の３、１４条）。 

エ 本件借上契約の満了等のときは、公社は本件共同住宅を現状有姿により乙に返還するも

のとし、継続して入居者がいる場合は、乙は本件転貸借契約に基づく賃貸人たる地位を承

継するものとし（１８条１項）、その場合にあっては、入居者から受領した敷金は公社か

ら乙に引き渡すとともに、敷金の返還債務については、乙が承継し、公社はその債務を負

わないものとし（同条２項本文）、公社は、その場合にあって、入居者に未納の家賃及び

共益費その他公社に支払うべき金額があるときは、その金額を敷金から差し引いた後、乙

に承継するものとする（同条３項）。 

（３）公社が入居者らとの間で取り交わした「公社管理型都民住宅賃貸借契約書」（本件転貸借

契約書）のひな形には、共益費について、以下の旨の約定がある（乙５）。 

ア 入居者は、次に掲げる費用に充てるため、共益費を家賃と同時に支払わなければならな

い（１０条１項）。 

（ア）共同して使用する電気、水道及びガスの使用料 

（イ）給水施設の運営に要する費用 

（ウ）汚水処理施設がある場合は、その運営に要する費用 

（エ）ごみ処理に要する費用 

（オ）浄化槽のある場合は、清掃及び消毒に要する費用 

（カ）共用部分及び共用施設の清掃に要する費用 

（キ）団地内の道路、樹木、花壇、芝生、砂場、児童遊戯施設、児童公園、公園、緑地等が

ある場合は、その手入れに要する費用（遊園施設の遊具及びベンチの修理費を除く。） 

（ク）共用灯の電管球取替えに要する費用 

（ケ）屋内、屋外排水管の清掃に要する費用 

（コ）昇降機設備のある場合は、その運営に要する動力費 
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（サ）その他共用部分及び共用施設の維持運営に要する費用 

イ 公社は、毎事業年度終了後すみやかに共益費の収支を入居者に報告するものとする（同

条２項）。 

ウ 上記イの収支において、剰余金が生じた場合は、公社が定める方法により翌年度に繰越

して上記アの費用に充てるものとし、入居者に返還しない（同条３項）。 

（４）乙は平成１４年２月●日に死亡し、子である原告が本件共同住宅を相続した（乙４）。 

（５）原告と公社は、平成２３年４月１日、①本件共同住宅について同年３月３１日付けで都民

住宅としての用途を終了した旨、②本件借上契約も、同日付けをもって終了した旨、③公社

は、入居者から共益費を同年３月３１日分まで徴収し、共益費の清算（精算の誤記と解され

る。）を行い、原告及び入居者に対し決算報告を行い、共益費に余剰金があったときは速や

かに原告又は原告の指定する共益費の管理者にその余剰金を引き渡し、原告は、公社から共

益費の引渡しがあった場合においては、その金員を本件転貸借契約書に基づく共益費の使用

目的に従う旨、④本件転貸借契約書における約定について、都民住宅制度に基づくもの及び

公社管理上の内部規定に基づくもの以外は、入居者の同意なく変更されることのないよう信

義をもって対応する旨などを確認する内容の確認書（以下「本件確認書」という。）を取り

交わした（甲３９）。 

（６）公社は、原告に対し、平成２３年７月４日、管理終了に伴う本件共同住宅の共益費残高が

３８７万０２０４円となる旨を通知し、同月１５日、同金員（以下「本件余剰金」とい

う。）を原告の銀行預金口座に振り込んで支払った（甲３７、乙１）。 

（７）原告は、処分行政庁に対し、自身の平成２３年分の所得税について、 

ア 平成２４年３月１５日、不動産所得の金額は本件余剰金額を含めない３２１５万４８５

７円であり、事業所得の金額と合計した総所得金額は２３７４万４４２６円であり、納付

すべき税額は３１９万１６００円である旨の確定申告をし（乙２）、 

イ その後、平成２６年３月１３日、不動産所得の金額を、本件余剰金額を含めないまま３

３０２万３９４３円と改め、事業所得の金額と合計した総所得金額は２４６１万３５１２

円であり、納付すべき税額は３５３万９２００円である旨の修正申告をした（乙８。以下、

この修正申告を「本件申告」という。）。 

（８）処分行政庁は、原告に対し、原告の平成２３年分の所得税について、 

ア 平成２６年７月２９日付けで、本件余剰金は一時所得に該当し、その総収入金額３８７

万０２０４円から特別控除額５０万円を控除した一時所得の金額３３７万０２０４円（所

得税法３４条２項、３項参照）の２分の１に相当する１６８万５１０２円（同法２２条２

項２号参照）を、不動産所得の金額及び事業所得の金額と合計した総所得金額は２６２９

万８６１４円であり、納付すべき税額は４２１万３２００円であるとする更正処分をし

（甲５）、 

イ その後、平成２７年１月２３日付けで、本件余剰金３８７万０２０４円は不動産所得に

該当すると改め、従前の不動産所得の金額３３０２万３９４３円にこれを加算した正当な

不動産所得の金額３６８９万４１４７円を、事業所得の金額と合計した総所得金額は２８

４８万３７１６円であり、納付すべき税額は５０８万７２００円であるとする再更正処分

をした（甲１１。以下、この再更正処分を「本件更正処分」という。）。 

２ 本件更正処分の根拠及び適法性に関する被告の主張 
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 原告の平成２３年分の総所得金額は、本件申告に係る事業所得の金額マイナス８４１万０４

３１円及び本件申告に係る不動産所得の額に本件余剰金の額を加算した不動産所得の金額３６

８９万４１４７円を合計した２８４８万３７１６円であり、原告の同年分の所得税として納付

すべき税額は、ここから本件申告に係る所得控除の額２３３万６７３０円を控除した課税総所

得金額２６１４万６０００円（ただし、通則法１１８条１項の規定により千円未満の端数金額

を切り捨てた後のもの）に所得税法８９条１項（平成２５年法律第５号による改正前のもの）

に規定する税率を乗じて算出した７６６万２４００円から、本件申告に係る予定納税額２５７

万５２００円を控除した５０８万７２００円であるところ、これらの総所得金額及び納付すべ

き税額は、本件更正処分における総所得金額及び納付すべき税額と同額であるから、本件更正

処分は適法である。 

３ 主な争点と当事者の主張 

 本件の主な争点は、原告が公社から本件余剰金の支払を受けたことが原告の不動産所得に該

当するか否かであり、当事者の主張は、以下のとおりである。 

（１）原告の主張 

 処分行政庁は、本件余剰金を不動産所得として、原告に対し本件更正処分をして課税した

が、以下の各点からして、本件余剰金は預り金と解すべきである。 

ア 公社は、本件共同住宅の入居者から共益費を預かり、その剰余金を、預り金として処理

していたところ、管理人の変更に際し、次の管理人である原告にこれを引き継いだのが本

件余剰金であり、原告においてもこれを預り金として処理していた。 

 公社は、本件余剰金を引き渡すことに対して代償を求めていないところ、公社が共益費

の剰余金を所得として認識していれば、公社の財産である本件余剰金を次の管理人に無償

で引き渡すことはあり得ない。処分行政庁は、共益費の剰余金を所得とみなすとしている

が、所得とするならば、公社が本件借上契約が終了する原告に対して公社に帰属する所得

をなぜ支払うのかという疑問が生じる。本件借上契約にも、共益費を本件共同住宅の所有

者に支払う旨の記載はない。被告がその合理的な支払理由を明らかにしなければ本件更正

処分に係る課税の根拠はなく、支払に明確な理由がなければ、本件余剰金は、原告が前管

理者であった公社から引き継いだ預り金とするのが妥当である。 

 公社から原告に管理が引き継がれた時点での書面にも共益費の剰余金の受渡しについて

敷金と同じ表現が使われている。したがって、共益費の剰余金は敷金と同じく預り金であ

る。 

 なお、本件共同住宅の共益費の剰余金について、公社内での会計処理も預り金とされて

いたことは処分行政庁も認めている。 

イ 本件共同住宅の共益費には、支払ってくれた入居者のためにのみ使う金員であるという

使途の限定があり、使途を限定された共益費が所得であるとは考えられない。 

 本件確認書にも、共益費の剰余金は本件転貸借契約書に基づく共益費の使用目的に従う

べきことが明記され、入居者の同意なく本件転貸借契約は変えられないとされている。こ

れを所得とするのは実質課税の原則に反する。 

（２）被告の主張 

ア 本件余剰金が所得に該当すること 

 所得税法は、外部からの経済的価値の流入を包括的に収入金額又は総収入金額に算入し
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て所得（収入）と捉え、課税対象（課税所得）としているものと解される。 

 しかるところ、本件余剰金は、①公社が入居者から徴収して管理運営していた本件共益

費の余剰金が、②入居者に返還されずに本件借上契約の契約期間を通じて公社において繰

り越され、最終精算されたものを、③本件借上契約の期間満了に伴い、原告が本件転貸借

契約に基づく賃貸人の地位を公社から承継したことによって公社から支払を受けたもので

ある。そして、④敷金とは異なり、入居者に返還する義務がない性質の金員であり、⑤本

件転貸借契約に基づく共益費の使用目的に従って使用されるものであって、入居者に代わ

って第三者に支払う義務を有する性質のものでもなく、平成２３年７月１５日に公社から

原告に引き渡されたものであるから、原告において外部からの経済的価値の流入があった

ことは明らかである。 

 したがって、本件余剰金は、平成２３年分の原告の所得に該当する。 

イ 本件余剰金が不動産所得に該当すること 

 不動産所得には、その典型例である賃料に加え、副収入・付随収入といったものも含ま

れ、その範囲は貸付けの対価に限定されないし、貸付けの相手方から得られるものに限定

されることもないものと解される。 

 しかるところ、本件余剰金は、本件確認書に基づいて、公社が入居者から徴収した共益

費について所定の方法で精算した後の余剰金について、原告が、本件借上契約の期間満了

に伴い、本件転貸借契約に基づく賃貸人の地位を公社から承継したことによって、公社か

ら支払を受けた金員である。 

 したがって、上記の不動産所得の意義における解釈からすれば、原告による本件共同住

宅の貸付けに付随して生じた収入であると認められ、所得税法２６条１項に規定する不動

産の貸付けによる所得に該当する。 

 また、本件余剰金は、その使途が本件共同住宅に係る共用部分等の維持運営費等に限定

され、敷金とは異なり入居者への返還義務のないものとして、公社が入居者から支払を受

けていた共益費と何ら性質が変わることはないところ、共益費は、不動産所得の総収入金

額を構成するものである（原告も、本件借上契約の期間満了後の平成２３年４月１日以降、

入居者から支払を受けた共益費を不動産所得の総収入金額に計上して確定申告してい

る。）という観点からしても、本件余剰金が不動産の貸付けによる所得に該当することは

明らかである。 

ウ 原告の主張について 

（ア）原告は、本件余剰金について、預り金であり、原告の所得に該当しない旨主張する。 

 しかしながら、原告は、本件余剰金を入居者に返還する義務はなく、また、入居者に

代わって第三者に支払う義務もないのであるから、本件余剰金が原告の預り金でないこ

とは明らかである。 

 本件余剰金が原告の預り金か否かの判断においては、原告における本件余剰金を返還

する義務等の有無がその判断基準となるのであって、公社が共益費を預り金として処理

していたことによってその判断が左右されるものではない。 

 なお、公社が入居者から徴収した共益費について「預り金」として経理処理していた

理由は、公社は本件借上契約期間の満了後、仮に共益費の余剰金が生じた場合、その余

剰金を本件共同住宅とともに原告に引き渡すことを前提としていたからというべきであ
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る。 

（イ）原告は、本件確認書において、本件余剰金は共益費の使用目的に従うことと明記され

ていることから、使途が限定された金員は原告の所得ではなく預り金である旨主張する。 

 しかしながら、所得税法上の所得に該当するかどうかは、その使途によって判断され

るものではなく、本件余剰金が公社から原告に引き渡されたことにより、原告において

外部からの経済的価値の流入があったことは明らかであるから、本件余剰金は、原告の

所得に該当する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件余剰金の所得（不動産所得）該当性について 

（１）本件余剰金は、公社が本件転貸借契約に基づいて本件共同住宅の入居者らから支払を受け

た共益費のうち、公社が本件借上契約期間中に本件転貸借契約書に基づく使用目的に沿って

支出した剰余に相当する金員であって、本件借上契約が期間満了により終了し、原告が本件

転貸借契約の賃貸人たる地位を承継したこと（本件借上契約１８条１項、前記第２の１の前

提事実（２）エ）に伴って、引き続き本件転貸借契約書に基づく使用目的に従うことを前提

に、公社から原告に対して引き渡されたものである（前提事実（５）及び（６））。 

（２）まず、本件転貸借契約における共益費の性質をみると、その使用目的は、本件転貸借契約

書に基づけば、①共用部分及び共用施設の維持運営に要する費用に当たるもの（前提事実

（３）ア（イ）、（ウ）及び（オ）ないし（サ））と、②それ以外のもの（入居者が共同して

使用する電気、水道及びガスの使用料（同（ア））並びにごみ処理に要する費用（同

（エ）））とから成る。 

 このうち①の共用部分及び共用施設の維持運営に要する費用としての共益費部分は、民法

上、賃貸借契約は、賃貸人が賃借人に対し賃貸物の使用及び収益をさせる契約であり（６０

１条）、賃貸人は、賃貸物の使用及び収益に必要な修繕をする義務を負うとされていること

（６０６条１項）からすると、これを入居者から徴収することは、本件共同住宅の使用及び

収益並びにそのために必要な修繕に要する費用を入居者に転嫁するという実質を有するもの

であり、かつ、本件転貸借契約上、公社が入居者に報告する収支においてこの共益費部分に

剰余金が生じたとしても、翌年度に繰り越してその費用に充てるものとし、これを入居者に

返還しないものとされている（１０条２項、３項、前提事実（３）イ及びウ）。 

 一方、上記②の入居者が共同して使用する電気、水道及びガスの使用料並びにごみ処理に

要する費用部分は、公社において随時その実費額を支払ってきていると考えられ、それ自体、

剰余金が生じるような性質のものではないと解される。 

（３）また、証拠（乙１６）によれば、公社においては、一般に、民間の土地所有者が建設した

住宅を公社が都民住宅として借り上げて供給・管理する民間借上型都民住宅について、入居

者から徴収する共益費は、一括借上契約終了後、その余剰金を民間所有者に引き渡すべきも

のとなることを前提に、地方住宅供給公社会計基準に基づき、貸借対照表上流動負債に区分

される「預り金」として経理処理していることが認められ、本件共同住宅に係る共益費につ

いても、そのような経理処理がされていたことがうかがえる。 

 これは、本件借上契約によれば、乙は、本件共同住宅を借上型都民住宅として活用できる

よう、乙の負担により適正に維持・修繕しなければならないものとされる（１１条１項）一

方、乙は、その業務について、公社と別途委託契約を締結し、公社に委託するものとされて
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いる（同条３項）こと（乙３）を踏まえ、本件共同住宅の維持・修繕に使用するために入居

者から支払を受ける共益費は、同条１項によれば、本来、乙又はその一般承継人である原告

において管理運営すべきものではあるが、同条３項に基づき委託契約が締結された結果、そ

の共益費の管理運営も公社に委託されているものであることを反映した経理処理であると考

えられる。 

 これらのことからすると、本件借上契約の終了に伴う公社から原告に対する本件余剰金の

支払は、もともと本件借上契約に基づいて、乙又は原告において、本件共同住宅を使用及び

収益させ、必要な修繕をする義務を負っているところ、同契約の終了に伴い、その義務を公

社に委託していた契約も終了するに至ったこと（本件確認書においても、本件借上契約の終

了に伴い、平成１３年４月１日付けで締結された「修繕等業務委託契約書」について、平成

２３年３月３１日付けをもって終了したことも、合わせて確認されている。甲３９）から、

上記義務を履行するために充てられる費用が、公社から原告のもとに復帰したものであると

解することができる。 

（４）以上によれば、本件余剰金は、本件共同住宅の賃貸人としての義務を履行する費用に充て

るために入居者から徴収し、入居者に返還する義務のない共益費部分について、本件借上契

約期間中、公社が乙又は原告から委託を受けてその義務の履行を引き受けていたことから、

一時的にその管理をしていたところ、平成２３年３月３１日付けで本件借上契約が終了した

際の収支において、繰り越すべき剰余金として確定するとともに、その管理を終了して原告

に復帰させるべきこととなった金員というべきであるから、本件共同住宅の貸付けにより原

告に対してもたらされた経済的価値の流入であるということができるとともに、その収支確

定の時点において原告の収入すべき金額として確定したものということができる。 

 原告が公社から本件余剰金の支払を受けたことは、原告の平成２３年分の不動産所得に該

当するというべきである。 

２ 原告の主張について 

（１）公社における経理処理との整合性について 

ア これに対し、原告は、公社において預り金として処理していたものが、次の管理者であ

る原告の下で所得として扱われる理由がない旨主張する。 

イ しかしながら、上記アの原告の主張は、公社においても原告においても本件共同住宅の

入居者のための預り金であることに変わりはない趣旨を述べるものと解されるところ、公

社における「預り金」としての経理処理の意味は、前記１（３）に判示したとおり、本件

共同住宅に係る共益費を、本件共同住宅の所有者である乙又は原告のために預っていたと

いう趣旨に基づくものと考えられるものであって、そうであれば、その「預り金」が、本

来これを保持すべき者である原告に引き渡されたことにより、原告の所得として確定した

ものとして擬律されることについて、何ら整合性に欠けるところはない。 

 この点、敷金については、公社の下でも入居者のための預り金であり、その性質のまま

原告に引き継がれたと考えられることとは、その本質を異にするものである。本件借上契

約終了後、公社が原告に発出した引渡額を通知する通知書においても、敷金については

「入居者様よりお預かりしている敷金」と記載されている（乙７）のと異なり、本件余剰

金については「当住宅（本件共同住宅）の共益費残高」とのみ記載されていること（甲３

７）からしても、公社において、敷金と共益費が、性質の異なる金員であると理解してい
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たことは明らかというべきである。 

ウ なお、原告は、本件共同住宅の共益費について、公社は入居者に対しては毎年収支決算

書を送付していたが、原告には一切報告がされていなかったとして、その共益費が入居者

からの預り金である旨も主張する。 

 しかし、本件共同住宅の入居者に対して毎年共益費の収支報告が行われていたのは、本

件転貸借契約にその旨の特別の規定が置かれていること（１０条２項。前提事実（３）

イ）に基づくものと解される。最終的に、本件借上契約終了時の本件確認書においては、

本件共同住宅の共益費の決算報告は、原告に対しても行うべきものとされているところで

あって（前提事実（５））、その年次の収支報告が原告に対して行われていなかったからと

いって、その剰余金が原告のための預り金でなかったことには直結しないというべきであ

る。 

エ 上記アの原告の主張は、公社における「預り金」としての経理処理の意味を正解してい

ないことに基づくものであって、採用の限りでない。 

（２）本件余剰金の使途の限定について 

ア また、原告は、本件共同住宅に係る共益費は、入居者のためにのみ使用すべき金員であ

るという使途の限定があり、使途を限定された金員の剰余金である本件余剰金が原告の所

得であるとは考えられない旨主張する。 

イ しかしながら、本件余剰金の使途が限定されているとしても、その具体的な内容は、前

記１（２）に判示したとおり、本件共同住宅を使用及び収益させ、必要な修繕をするとい

う、もともと原告が本件共同住宅の賃貸人として負う義務の履行に相当するものであり、

本来家賃収益の中からその義務を履行するための費用を拠出するのでも差し支えないもの

を、「共益費」の名目で別に徴収している金員の中からこれに充てることを明示している

にすぎない。 

 このように家賃と同じ実質を有している金員について、名目のいかんによって所得とな

るか否かを異にするような取扱いを認めることは、課税の公平を害する結果になり、ひい

ては一般論として不適切な課税の回避に利用されることにもなりかねず、相当でないとい

うべきである。 

ウ 上記アの原告の主張は、採用することができない。 

３ 結論 

 したがって、原告が公社から本件余剰金の支払を受けたことは、原告の平成２３年分の不動

産所得に該当するところ、それ以外の所得の金額等については本件申告内容に基づき原告の平

成２３年分の所得税に係る総所得金額及び納付すべき税額を計算すると、前記第２の２の被告

の主張のとおりであって、本件更正処分における総所得金額及び納付すべき税額と同額となる

から、本件更正処分は適法である。 

 よって、原告の請求は理由がないからこれを棄却することとし、訴訟費用の負担につき行政

事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 谷口 豊 

   裁判官 平山 馨 
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   裁判官 馬場 潤 
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（別紙） 

物件目録 

 

所  在  三鷹市 

家屋番号   

種  類  共同住宅 

構  造  鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根７階建 

床 面 積  １階 ４６８．７３平方メートル 

      ２階 ４３１．３１平方メートル 

      ３階 ４３１．３１平方メートル 

      ４階 ３６０．６４平方メートル 

      ５階 ３６０．６４平方メートル 

      ６階 ２８９．９４平方メートル 

      ７階 ２１９．２７平方メートル 

以上 


